農振除外に係る６つの要件

１．変更に係る土地を農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当であって、
農用地以外に代替する土地がないと認められること。
２．農業経営基盤強化促進法第19条第1項に規定する地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められること。

３．農用地の集団化、農作業の効率化その他土地の農業上の効率的かつ総合的な利用
に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
４．効率的・安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼす
恐れがないこと。
５．農用地区域内の土地改良施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないこと。
６．土地改良事業等の工事が完了した年度の翌年度から起算して8年が経過している
こと。
農用地利用計画変更申請に必要な書類（目的別）
	目　的
	必　要　書　類

	共通事項
	・申請書一式

・事業計画書

・登記事項証明書（法務局）

・申請者（親等）の全所有地がわかる証明書（固定資産評価証明書等）
・公図の写し（法務局）

・土地改良区の意見書（圃場整備を実施地及び排水を土地改良区が
管理する用水路に流す場合は必要）
・位置図（住宅地図等）

・同意書（隣接地所有者等、町会長、

土地改良区※土地改良工事を行っている場合）

・求積図※分筆を予定する場合は地積測量図

	自己住宅
	・住民票（市外の申請者と同じ世帯の家族全員が分かるもの）
・建築物の配置図（給排水計画図）

・建物平面図
・連担確認図　

	農家住宅
	・住民票（市外の申請者と同じ世帯の家族全員が分かるもの）
・農業を営む者の証明書（農業委員会）

・耕作証明書（農業委員会）

・建築物の配置図（給排水計画図）

・建物平面図
・申請者（親等）の全所有地がわかる証明書（固定資産評価証明書等）

	資材置場

駐車場
	・資材置場駐車場等事業計画書

・土地利用計画図

・事業許可書

	太陽光発電
	法

人
	・事業計画書

・太陽光発電設備に係る設備認定通知書（経済産業省）

・電力受給契約申込書（電力会社）

・法人登記簿

・定款

・残高証明書

・平面図及び配置図（パネル、引込線及び電柱、パワコン室）

・発電シミュレーション
・事業者の実績がわかるもの

	
	個

人
	・事業計画書

・太陽光発電設備に係る設備認定通知書（経済産業省）

・電力受給契約申込書（電力会社）

・平面図及び配置図（パネル、引込線及び電柱、パワコン室）

・発電シミュレーション


※受付後、追加書類の提出をお願いする場合もありますのでご了承下さい。
